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記載例
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様式第１号（用紙 日本産業規格Ａ４縦型）

中小企業等新事業展開促進事業費補助金交付申請書

令和５年○月○日

静岡県知事 川勝 平太 様

所在地 ○○市○○区○○町○－○－○
名 称 株式会社○○
代表者 代表取締役 静岡 太郎

（申請担当者：静岡 花子）
（連絡先：電話○○○－○○○－○○○○）
（アドレス ○○○○○○）

令和５年度において、中小企業等新事業展開促進事業を実施したいので、補助金を交付されるよう
関係書類を添えて申請します。

１ 事業の内容
実施計画名（事業のテーマ）：
○○の新商品開発及びＥＣサイトによる販路開拓

別添の事業計画書のとおり

２ 補助事業に要する経費及び補助金交付申請額
補助事業に要する経費 １，１７０，０００円

補助金交付申請額 ７８０，０００円

（補助金所要額） （補助金に係る消費税仕入控除税額等） （補 助 金 額）
７８０，０００円 － ０円 ＝７８０，０００円

３ 補助事業完了予定期日 令和６年１月 14日

口座振替先 金融機関名 ○○銀行
支店名 ○○支店
口座種別 普通預金
口座番号 1234567
口座名義人（カナ）ｶ)○○

（注） 法人その他の団体にあっては、以下の項目についても記載すること。
責任者 営業部 企画課 課長 静岡 次郎
作成者 営業部 企画課 チーフ 静岡 花子

＜確認してください＞

・押印不要

・所在地：印鑑登録証明書と一致

・名称：法人登記、個人事業主の確定申告書類等に記載がある

もの

・申請担当者：本申請の作成者

・連絡先：申請担当者の電話番号、メールアドレス

消費税は補助の対象外なので０円と記入

してください

特段の事情がなければ、

１月 14 日としてください

別途提出する口座振替通知登録申出書に

記載の口座と同一としてください（必ず記載）

・個人事業主は記載不要です

・責任者：当該法人、団体内で代表者から補助事業を執行する権限を委任されている者

・作成者：本申請書の作成者。様式第１号右上の申請担当者と同一としてください

一致※千円未満切捨て

交付限度額以内（条件付内示等を反映）

応募時の事業計画書類を参考に記載

①

②

③

④

⑤

⑥

①～⑥を確認してください
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様式第２号（用紙 日本産業規格Ａ４縦型）

事 業 計 画 書（変更事業計画書、事業実績書）

区分 内容 実施（予定）時期

〈補助対象期間〉

機材購入

ホームページ制作

技術指導

事業開始

○○のための機材を購入

新規事業にかかるホームページを制作

○○についての研修を受講（対象者：営

業 ○○名）

新規事業を開始する。

○月～○月

○月～○月

○月～○月

○月

〈補助対象期間外〉

事業周知 ＳＮＳ、チラシ、口コミにより認知の拡

大を図る

○月

＜注意＞

・応募時の事業計画書（様式１）の「５ (３)スケジュール」を参考に記載してください。

・補助対象期間と、それ以外を区別し、事業全体として、何をするか記載してください。



様式第３号（用紙 日本産業規格Ａ４縦型）

収支予算書（変更収支予算書、収支決算書）

増 △減

円 円 円 円

県補助金 780,000

自己資金 390,000

計 1,170,000

１ 収入の部

比　　　　　　較
区　分

予　算　額
（変更予算額）
（決　算　額）

（予　算　額） 備　　　考

記入不要

・補助限度額は内示額です
・県の補助金以外は自己資金としてください

同額で一致
経費の整理表から自動計算

※着色部分のみ記入すること

記入不要



＜注意＞

・応募時に記載のない経費の追加は認めません。

・対象外経費は減額してください。

・複数の経費区分が一つの見積書にまとまっている場合は

経費区分ごとに記載してください。



様式第４号（用紙 日本産業規格Ａ４縦型）

資 金 状 況 調 べ

区分

月別

収 入 支 出

差

引

残

高

県

補助金

自己

資金
計

機械

装置等費
広報費 研修費 計

月

円 円 円 円 円 円 円 円

９月 390,000 390,000 750,000 750,000 ▲360,000

１０月 0 300,000 120,000 420,000 ▲780,000

１１月 0 0 ▲780,000

１２月 0 0 ▲780,000

１月 0 0 ▲780,000

２月 0 0 ▲780,000

３月 780,000 780,000 0 ０

計

780,000 390,000 1,170,000 750,000 300,000 120,000 1,170,000 ０

・様式第３号の経費区分と一致

・不足する場合は列を追加してください

様式第３号の予算額と一致

様式第３号との一致を確認してください。

●収入…県補助金、自己資金の内訳・合計、支払い月と支払い額

●支出…経費区分ごとの内訳・合計

県補助金は３月に記載

令和６年１月 14 日（日）までに支出完了


